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・微細藻類および重イオン照射株
・3,000株のカルチャーコレクション
・重イオンビームとゲノム編集（中央大）

●本郷 → ●柏 → ●つくば

・伝統と最新の技術による微細藻類
の試験培養

・筑波大学と東京大学

・in vitroとin vivoの機能性試験シス
テムの開発と実践、筑波大を中心に東
京大学と産総研がタッグ

培養 破砕・抽出 機能性試験 物質同定 大量培養 製品化

筑 波 大 学
Tsukuba University

・東大・柏の葉キャンパス駅前サテライトに
「機能性バイオ研究支援フォーラム」を設置した。

●柏を中心に世界に広がる『かけはし』研究の支援の輪と新たな産業育成を目指すフォーラム

・「生物資源と触媒技術に基づく食・薬・材創生コン
ソーシアム（食触コンソ）」が設置された。

・培養資材の新規加工技術 ・非可食バイオマスの可能性

“Innovation corridor” と社会実装

2016/3.4€/kg ➜ 2026/0.5€/kg

※閉鎖型・自然光利用の新たなバイオリアクター開発
※CO2削減と世界レベルのバイオマス生産コストの達成

● 30年度：藻類バイオ3000株の大量培養と非可食バイオマスによるバイオエコノミーの実践
● 29年度：藻類バイオ3000株と非可食バイオマスの機能性試験の迅速化と新市場開拓

大量培養の
新たなフェーズ

● 28年度：藻類バイオ3000株の機能性試験とセルフメディケーション時代の新市場開拓

・つくば-柏-本郷イノベーションコリドーを
軸に産学官の支援で機能性バイオの社会実
装をはかる。

微細藻類

オリーブ

パーム

CO2削減と
バイオエコノミー

微細藻類の有効利用を目指す
大学発ベンチャー企業の支援

筑波大学発・ガルデリア社と

↑ 培養装置内壁の
コーティング

ワーゲニンゲン大学、藻類生産研究センター(Algae PARC)のデータ

2018/3/1起業の
アルガルバイオ社

【概要】セルフメディケーション時代を先取りした、28年度の申請課題「藻類バイオ3000株の機能性試
験」は、インパクトをもって研究者や企業に迎えられた。29年度には機能性試験の迅速化と一刻も早い社
会実装が求められ、30年度は「機能性バイオ研究支援フォーラム」を中心に、微細藻類と非可食バイオマ
スの新たな機能性調査を実施し、東京大学、筑波大学、産総研、NIMSに大学発ベンチャーを加え、総動
員で微細藻類大量培養系の開発に着手する。

【目的】東京大学と産総研あるいはNIMＳが、筑波大学や国立環境研と連携することで、微細藻類や非可
食バイオマスの機能性の発掘と新たな市場開拓が可能となる。藻類機能性市場の調査に加え、機能性バイ
オ研究支援フォーラムを立ち上げ、計4回のシンポジウムを開催し延べ317名の参加者を集めた。これに
よって、産総研、筑波大学、東京大学の研究者の情報交換も頻繁になり、研究成果を企業に発信して産学
連携の機運も高まっている。藻類バイオ3000株に加え、食品や搾油残渣などの非可食バイオマスの機能
性試験を迅速化するとともに、閉鎖型で自然光が利用できる新たなバイオリアクター開発することで、
CO2削減と世界レベルのバイオマス生産コストを達成するための実験と調査研究を実施する。
【期待される成果』ヨーロッパでは、微細藻類に寄せる期待は大きく、藻類バイオや非可食バイオマスの
社会実装を加速するバイオエコノミー政策が実施されている国々も多い。微細藻類に新たな機能性賦与す
るコア技術を中心に、産学連携による藻類バイオマスと非可食バイオマスの「機能性」とその社会実装に
関する実験と調査研究は大きなインパクトとなる。具体的な課題はいかの4つとする。１）微細藻類
3000株と非可食バイオマスの状況調査、２）機能性試験の実施スキームと関連特許調査、３）欧州のバ
イオエコノミー活動の調査と連携、４）微細藻類大量培養装置の設計と国内市場調査


